
整理番号 １
完 了 後 の 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成19年度～平成23年度(5年間)

（つがる） 東北森林管理局
事業実施地区名 津軽森林計画区 事業実施主体
（都道府県名） （青森県） 津軽森林管理署

完了後経過年数 5年 管 理 主 体 津軽森林管理署

事業の概要・目的 本事業は、青森県の西部に位置し、弘前市をはじめとする３市３町１村に

所在する国有林約129千haの国有林を対象としている。

林況は、林地面積の68％がヒバやブナを主とする天然林、32％が主にスギ

やカラマツの人工林である。

また、人工林の間伐の対象となる林分は、人工林の林地面積の約29％にあ

たる約11千haとなっている。さらに今後は主伐対象となる林分も増え、併せ

て更新面積の増加が見込まれることから、森林整備の重要性が高くなってい

る。

本計画区内は、優れた自然環境を有する地域が多く、原生的なブナ天然林

が大面積にわたって維持されている地域を白神山地森林生態系保護地域に設

定している。さらに白神山地世界遺産地域、十和田八幡平国立公園、津軽国

定公園、白神山地自然環境保全地域、赤石渓流暗門の滝県立自然公園等に指

定されている。これらの地域は、登山、湖沼・渓谷の散策等のほか、温泉や

スキー場等の施設が整っているとともに、弘前市、五所川原市等の都市部か

ら比較的近距離に位置することから、森林を利用したレクリエーションや保

健休養の場として四季を通じて多くの人々に利用されている。

また、豊かな森林資源を背景に、従来より素材生産業、製材業が定着して

いるほか、キノコや山菜を利用した林産物加工業が地域の重要な産業となっ

ている。

本事業では、これらの地域の期待に応えるとともに、水源涵養や地球温暖
かん

化防止等森林の有する多面的機能の発揮のために必要な、植栽等の更新作

業、間伐等の保育作業及び効率的な森林整備を推進するための路網整備を実

施した。

・主な事業内容: 森林整備 更新 85 ha
保育 7,382 ha

路網整備 開設 延長 5.3 km
改良 延長 0.2 km

・総事業費 3,198,352 千円

① 費用便益分析の 平成29年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。

算定基礎となった なお、事前評価で算出した総便益又は総費用と、事後評価で算出した総便

要因の変化 益又は総費用との間の差異については、林野庁における統一的な算定方法の

変更によるものである。

総 便 益（Ｂ） 36,404,213 千円（事業採択時: 10,687,825 千円）

総 費 用（Ｃ） 8,319,537 千円（事業採択時: 2,308,496 千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.38 （事業採択時: 4.63 ）

② 事業効果の発現 ・更新、保育によって7,467haの森林が整備されたことにより、水源の涵養や
かん

状況 国土の保全、炭素の固定による地球温暖化防止等、森林の有する公益的機能

の維持増進が図られた。

・開設及び改良によって5.5kmの林道が整備されたことにより、木材の搬出距

離・経費の縮減及び木材搬出用トラックの通行量の増加に対応した路網整備

を行ったことで木材生産がより効率的となった。

・施業地まで自動車で対応できるようになり、効率的な森林管理の実施及び

造林作業員の歩行時間の短縮や資材運搬等の経費の縮減が図られた。

・雇用の場を提供して、地域の社会経済に貢献した。



③ 事業により整備 ・整備された森林の林況は、継続して適切に管理されており、良好である。

された施設の管理 ・路網整備された路線は、良好に維持・管理されている。

状況

④ 事業実施による ・森林整備事業の実施により、重視すべき機能（水源涵養等）の区分に応じ
かん

環境の変化 た良好な森林が形成されつつある。

・路網整備事業の実施により、森林整備施業地までの到達時間の短縮、作業

コストの縮減等が図られるようになった。

・周囲の森林と調和した適切な森林施業は自然景観を保持し、森林資源の充

実を図っている。

⑤ 社会経済情勢の 本森林計画区における人口は減少しており、林業就業者数も年々減少して

変化 いる傾向にある。こうした状況の中、林業では、高性能林業機械を含む機械

作業システムの導入が促進されており、森林施業に資する林道、林業専業道

及び森林作業道の有機的な連結により効果的な森林施業が展開されており、

間伐等の推進が期待されている。また、利用期を迎える人工林から生産され

る丸太の新たな販路の拡大等、需要の拡大に向けた取組が進められている。

⑥ 今後の課題等 日本三大美林の一つである青森ヒバは、貴重な天然林であるとともに古く

から木材として様々に利用され、木材産業が地域における基幹的な産業の一

つとして重要な位置を占めてきたことを踏まえ、ニーズに対応した供給や地

域振興への寄与にも配慮し、その保全と持続的な利用の両立を目指す取組を

推進する。

また、再造林においては伐採作業と造林作業の連携を図る一貫作業システ

ムを導入し、植栽にはコンテナ苗を使用するとした低コスト化に向けた現地

検討会を県職員や市町村職員、地元森林組合等を対象として実施してきたと

ころであるが、引き続き現地検討会等を開催するなど、民有林での低コスト

化が図られるように取組む必要がある。

森林管理局事業評価 本事業の実施により、水源涵養等の森林の持つ公益的機能の維持増進が図
かん

技術検討会の意見 られ、事業の効果が発揮されていると認められる。

今後も、現地の状況と事業の評価を踏まえ、引き続き森林整備や路網の維

持管理を適切に実施するとともに、事業を通して地域に貢献していくことが

望ましい。

評価結果 ・必要性 地球温暖化防止対策や国土保全及び水源涵養等の公益的機能の
かん

発揮や木材の安定供給に関する地域の要請に応えるため、本事業

の実施が必要である。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特

性を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分

発揮させる有効な事業と認められる。



整理番号 ２
完 了 後 の 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成19年度～平成23年度(5年間)

（つがる） 東北森林管理局
事業実施地区名 津軽森林計画区 事業実施主体
（都道府県名） （青森県） 津軽森林管理署金木支署

完了後経過年数 5年 管 理 主 体 津軽森林管理署金木支署

事業の概要・目的 本事業は、青森県の北西部に位置し、五所川原市をはじめとする２市１町

に所在する国有林約31千haの国有林を対象としている。

林況は、林地面積の59％がヒバやブナを主とする天然林、41％が主にスギ

やカラマツの人工林である。

また、人工林の間伐の対象となる林分は、人工林の林地面積の約28％にあ

たる面積約３千haとなっている。さらに今後は主伐対象となる林分も増え、

併せて更新面積の増加が見込まれることから、森林整備の重要性が高くなっ

ている。

本計画区内は、優れた自然環境を有する地域が多く、原生的なブナ天然林

が大面積にわたって維持されている地域を白神山地森林生態系保護地域に設

定している。さらに白神山地世界遺産地域、十和田八幡平国立公園、津軽国

定公園、白神山地自然環境保全地域、赤石渓流暗門の滝県立自然公園等に指

定されている。これらの地域は、登山、湖沼・渓谷の散策等のほか、温泉や

スキー場等の施設が整っているとともに、弘前市、五所川原市等の都市部か

ら比較的近距離に位置することから、森林を利用したレクリエーションや保

健休養の場として四季を通じて多くの人々に利用されている。

また、豊かな森林資源を背景に、従来より木材加工業が発達しているほ

か、キノコや山菜を利用した林産物加工業が地域の重要な産業となってる。

本事業では、これらの地域の期待に応えるとともに、水源涵養や地球温暖
かん

化防止等森林の有する多面的機能の発揮のために必要な、植栽等の更新作

業、間伐等の保育作業及び効率的な森林整備を推進するための路網整備を実

施した。

・主な事業内容: 森林整備 更新 77 ha
保育 2,592 ha

路網整備 開設 延長 8.5 km

・総事業費 1,303,777 千円

① 費用便益分析の 平成29年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。

算定基礎となった 総 便 益（Ｂ） 12,479,628 千円

要因の変化 総 費 用（Ｃ） 3,074,069 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.06

② 事業効果の発現 ・更新、保育によって2,669haの森林が整備されたことにより、水源の涵養や
かん

状況 国土の保全、炭素の固定による地球温暖化防止等、森林の有する公益的機能

の維持増進が図られた。

・開設によって8.5kmの林道が整備されたことにより、木材の搬出距離・経費

の縮減及び木材搬出用トラックの通行量の増加に対応した路網整備を行った

ことで木材生産がより効率的となった。

・施業地まで自動車で対応できるようになり、効率的な森林管理の実施及び

造林作業員の歩行時間の短縮や資材運搬等の経費の縮減が図られた。

・雇用の場を提供して、地域の社会経済に貢献した。

③ 事業により整備 ・整備された森林の林況は、継続して適切に管理されており、良好である。

された施設の管理 ・路網整備された路線は、良好に維持・管理されている。

状況



④ 事業実施による ・森林整備事業の実施により、重視すべき機能（水源涵養等）の区分に応じ
かん

環境の変化 た良好な森林が形成されつつある。

・路網整備事業の実施により、森林整備施業地までの到達時間の短縮、作業

コストの縮減等が図られるようになった。

・周囲の森林と調和した適切な森林施業は自然景観を保持し、森林資源の充

実を図っている。

⑤ 社会経済情勢の 本森林計画区における人口は減少しており、林業就業者数も年々減少して

変化 いる傾向にある。こうした状況の中、林業では、高性能林業機械を含む機械

作業システムの導入が促進されており、森林施業に資する林道、林業専業道

及び森林作業道の有機的な連結により効果的な森林施業が展開されており、

間伐等の推進が期待されている。また、利用期を迎える人工林から生産され

る丸太の新たな販路として、合板用原料として本州へ向けた移出等、需要の

拡大に向けた取組が進められている。

⑥ 今後の課題等 アカマツ、カラマツを中心とした木材を安定的に供給するために、効率的

かつ効果的な森林整備及びその実施に必要な路網整備を行う。

また再造林においては、伐採作業と造林作業の連携を図る一貫作業システ

ムを導入し、植栽にはコンテナ苗を使用するとした低コスト化に向けた現地

検討会を県職員や市町職員、地元森林組合等を対象として実施してきたとこ

ろであるが、引き続き現地検討会等を開催するなど、民有林での低コスト化

が図られるように取組む必要がある。

森林管理局事業評価 本事業の実施により、水源涵養等の森林の持つ公益的機能の維持増進が図
かん

技術検討会の意見 られ、事業の効果が発揮されていると認められる。

今後も、現地の状況と事業の評価を踏まえ、引き続き森林整備や路網の維

持管理を適切に実施するとともに、事業を通して地域に貢献していくことが

望ましい。

評価結果 ・必要性 地球温暖化防止対策や国土保全及び水源涵養等の公益的機能の
かん

発揮や木材の安定供給に関する地域の要請に応えるため、本事業

の実施が必要である。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特

性を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分

発揮させる有効な事業と認められる。



整理番号 ３
完 了 後 の 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成19年度～平成23年度(5年間)

（くじ・へいがわ）
事業実施地区名 久慈・閉伊川 事業実施主体 東北森林管理局
（都道府県名） 森林計画区 三陸北部森林管理署

（岩手県）

完了後経過年数 5年 管 理 主 体 三陸北部森林管理署

事業の概要・目的 本事業は、岩手県の北東部に位置し、宮古市をはじめとする１市２町１村

に所在する国有林約67千haの国有林を対象としている。

林況は、林地面積の58％がブナ、ナラ、アカマツ等の天然林、42％が主に

アカマツやカラマツの人工林である。

また、人工林の間伐の対象となる林分は、人工林の林地面積の約33％にあ

たる約７千haとなっている。さらに今後は主伐対象となる林分も増え、併せ

て更新面積の増加が見込まれることから、森林整備の重要性が高くなってい

る。

本計画区内では、原生的な天然林等の優れた自然環境を維持・保全するた

め早池峰山周辺森林生態系保護地域が設定されている。また、優れた景観を

有する地域が多く、三陸復興国立公園、早池峰国定公園、外山早坂高原自然

公園等に指定されており、登山、渓谷等の散策、キャンプ場等の森林レクリ

エーションや保健休養の場として四季を通じて多くの人々に利用されてい

る。

また、豊かな森林資源を背景にして、集成材工場、合板工場等の木材加工

業に加え、木質バイオマス発電施設も整備され、木材需要は旺盛である。更

にきのこや木炭等の特用林産物の生産も盛んであり、地域の重要な産業とな

っている。

本事業では、地球温暖化防止にも積極的に寄与するため、民国連携した効

率的な路網整備や間伐等の森林整備に取り組むなど、地域の林業・木材産業

への貢献に資することを目的としつつ、水源涵養や地球温暖化防止等森林の
かん

有する多面的機能の発揮のために必要な、植栽等の更新作業、間伐等の保育

作業の実施、アカマツ、カラマツを中心とした木材の安定供給を行うための

森林整備、その実施に必要な路網整備を実施した。

・主な事業内容: 森林整備 更新 145 ha
保育 4,511 ha

路網整備 開設 延長 6.0 km

・総事業費 1,931,893 千円

① 費用便益分析の 平成29年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。

算定基礎となった なお、事前評価で算出した総便益又は総費用と、事後評価で算出した総便

要因の変化 益又は総費用との間の差異については、林野庁における統一的な算定方法の

変更によるものである。

総 便 益（Ｂ） 25,451,397 千円（事業採択時: 2,398,277 千円）

総 費 用（Ｃ） 4,438,718 千円（事業採択時: 1,051,757 千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.73 （事業採択時: 2.28 ）

② 事業効果の発現 ・更新、保育によって4,656haの森林が整備されたことにより、水源の涵養や
かん

状況 国土の保全、炭素の固定による地球温暖化防止等、森林の有する公益的機能

の維持増進が図られた。

・開設によって6.0kmの林道が整備されたことにより、木材の搬出距離・経費

の縮減及び木材搬出用トラックの通行量の増加に対応した路網整備を行った

ことで木材生産がより効率的となった。

・施業地まで自動車で対応できるようになり、効率的な森林管理の実施及び

造林作業員の歩行時間の短縮や資材運搬等の経費の縮減が図られた。



・雇用の場を提供して、地域の社会経済に貢献した。

③ 事業により整備 ・整備された森林の林況は、継続して適切に管理されており、良好である。

された施設の管理 ・路網整備された路線は、良好に維持・管理されている。

状況

④ 事業実施による ・森林整備事業の実施により、重視すべき機能（水源涵養等）の区分に応じ
かん

環境の変化 た良好な森林が形成されつつある。

・路網整備事業の実施により、森林整備施業地までの到達時間の短縮、作業

コストの縮減等が図られるようになった。

・周囲の森林と調和した適切な森林施業は自然景観を保持し、森林資源の充

実を図っている。

⑤ 社会経済情勢の 本森林計画区における人口は減少しており、林業就業者数も年々減少して

変化 いる傾向にある。こうした状況の中、林業では、高性能林業機械を含む機械

作業システムの導入が促進されており、森林施業に資する林道、林業専業道

及び森林作業道の有機的な連結により効果的な森林施業が展開されており、

間伐等の推進が期待されている。また、利用期を迎える人工林から生産され

る丸太の新たな販路の拡大等、需要の拡大に向けた取組が進められている。

⑥ 今後の課題等 ニホンジカによる森林被害が早池峰山周辺森林生態系保護地域で確認され

ており、関係機関と連携し、適切な防除対策の推進を図る。

また、森林施業において、近年、人工造林の利用期を迎えた森林の増加し

ていることから、再造林については伐採作業と造林作業の連携を図る一貫作

業システムを導入し、植栽にはコンテナ苗を使用するとした低コスト化に向

けた現地検討会を県職員や市町村職員、地元森林組合等を対象として実施し

てきたところであるが、引き続き現地検討会等を開催するなど、民有林での

低コスト化が図られるように取組む必要がある。

森林管理局事業評価 本事業の実施により、水源涵養等の森林の持つ公益的機能の維持増進が図
かん

技術検討会の意見 られ、事業の効果が発揮されていると認められる。

今後も、現地の状況と事業の評価を踏まえ、引き続き森林整備や路網の維

持管理を適切に実施するとともに、事業を通して地域に貢献していくことが

望ましい。

評価結果 ・必要性 地球温暖化防止対策や国土保全及び水源涵養等の公益的機能の
かん

発揮や木材の安定供給に関する地域の要請に応えるため、本事業

の実施が必要である。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特

性を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分

発揮させる有効な事業と認められる。



整理番号 ４
完 了 後 の 評 価 個 表

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成19年度～平成23年度(5年間)

（くじ・へいがわ）
事業実施地区名 久慈・閉伊川 事業実施主体 東北森林管理局
（都道府県名） 森林計画区 三陸北部森林管理署久慈支署

（岩手県）

完了後経過年数 5年 管 理 主 体 三陸北部森林管理署久慈支署

事業の概要・目的 本事業は、岩手県の北東部に位置し、久慈市をはじめとする１市２町２村

に所在する国有林約27千haの国有林を対象としている。

林況は、林地面積の52％がブナ、ナラ、アカマツ等の天然林、48％が主に

アカマツやカラマツの人工林である。

また、人工林の間伐の対象となる林分は、人工林の林地面積の約29％にあ

たる約７千haとなっている。さらに今後は主伐対象となる林分も増え、併せ

て更新面積の増加が見込まれることから、森林整備の重要性が高くなってい

る。

本計画区内では、原生的な天然林等の優れた自然環境を維持・保全するた

め早池峰山周辺森林生態系保護地域が設定されている。また、優れた景観を

有する地域が多く、三陸復興国立公園、早池峰国定公園、外山早坂高原自然

公園等に指定されており、登山、渓谷等の散策、キャンプ場等の森林レクリ

エーションや保健休養の場として四季を通じて多くの人々に利用されてい

る。

また、豊かな森林資源を背景に、集成材工場、合板工場等の木材加工業が

発達しているほか、きのこや木炭等の特用林産物の生産が盛んであり、地域

の重要な産業となっている。

本事業では、地球温暖化防止にも積極的に寄与するため、民国連携した効

率的な路網整備や間伐等の森林整備に取り組むなど、地域の林業・木材産業

への貢献に資することを目的としつつ、水源涵養や地球温暖化防止等森林の
かん

有する多面的機能の発揮のために必要な、植栽等の更新作業、間伐等の保育

作業の実施、アカマツ、カラマツを中心とした木材の安定供給を行うための

森林整備、その実施に必要な路網整備を実施した。

・主な事業内容: 森林整備 更新 94 ha
保育 2,800 ha

路網整備 開設 延長 2.5 km

・総事業費 1,255,417 千円

① 費用便益分析の 平成29年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。

算定基礎となった なお、事前評価で算出した総便益又は総費用と、事後評価で算出した総便

要因の変化 益又は総費用との間の差異については、林野庁における統一的な算定方法の

変更によるものである。

総 便 益（Ｂ） 13,396,937 千円（事業採択時: 6,616,262 千円）

総 費 用（Ｃ） 2,690,140 千円（事業採択時: 1,775,437 千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.98 （事業採択時: 3.73 ）

② 事業効果の発現 ・更新、保育によって2,894haの森林が整備されたことにより、水源の涵養や
かん

状況 国土の保全、炭素の固定による地球温暖化防止等、森林の有する公益的機能

の維持増進が図られた。

・開設によって2.5kmの林道が整備されたことにより、木材の搬出距離・経費

の縮減及び木材搬出用トラックの通行量の増加に対応した路網整備を行った

ことで木材生産がより効率的となった。

・施業地まで自動車で対応できるようになり、効率的な森林管理の実施及び

造林作業員の歩行時間の短縮や資材運搬等の経費の縮減が図られた。

・雇用の場を提供して、地域の社会経済に貢献した。



③ 事業により整備 ・整備された森林の林況は、継続して適切に管理されており、良好である。

された施設の管理 ・路網整備された路線は、良好に維持・管理されている。

状況

④ 事業実施による ・森林整備事業の実施により、重視すべき機能（水源涵養等）の区分に応じ
かん

環境の変化 た良好な森林が形成されつつある。

・路網整備事業の実施により、森林整備施業地までの到達時間の短縮、作業

コストの縮減等が図られるようになった。

・周囲の森林と調和した適切な森林施業は自然景観を保持し、森林資源の充

実を図っている。

⑤ 社会経済情勢の 本森林計画区における人口は減少しており、林業就業者数も年々減少して

変化 いる傾向にある。こうした状況の中、林業では、高性能林業機械を含む機械

作業システムの導入が促進されており、森林施業に資する林道、林業専業道

及び森林作業道の有機的な連結により効果的な森林施業が展開されており、

間伐等の推進が期待されている。また、利用期を迎える人工林から生産され

る丸太の新たな販路の拡大等、需要の拡大に向けた取組が進められている。

⑥ 今後の課題等 林業の成長産業化の実現と森林の多面性機能の持続的発揮に向けて、間

伐、主伐後の再造林等を適切に進めていくためには、森林施業の低コスト化

を通じて森林所有者等の負担軽減を図るとともに、資源の造成期から利用期

に移行してきていることを踏まえた森林整備事業の適切な実施により、森林

の循環利用を確立していくことが重要である。

このため、再造林においては伐採作業と造林作業の連携を図る一貫作業シ

ステムを導入し、植栽にはコンテナ苗を使用するとした低コスト化に向けた

現地検討会を県職員や市町村職員、地元森林組合等を対象として実施してき

たところであるが、引き続き現地検討会等を開催するなど、民有林での低コ

スト化が図られるように取組む必要がある。

森林管理局事業評価 本事業の実施により、水源涵養等の森林の持つ公益的機能の維持増進が図
かん

技術検討会の意見 られ、事業の効果が発揮されていると認められる。

今後も、現地の状況と事業の評価を踏まえ、引き続き森林整備や路網の維

持管理を適切に実施するとともに、事業を通して地域に貢献していくことが

望ましい。

評価結果 ・必要性 地球温暖化防止対策や国土保全及び水源涵養等の公益的機能の
かん

発揮や木材の安定供給に関する地域の要請に応えるため、本事業

の実施が必要である。

・効率性 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

・有効性 国有林の地域別の森林計画に即した事業内容であり、地域の特

性を踏まえた計画的な森林整備により、森林の有する機能を十分

発揮させる有効な事業と認められる。


